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経営管理体制

コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンス（経営管理）体制 （2025年7月1日現在）1
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会社の重要な業務執行に関する意思決定と各取締役、執行役員※の職務の執行を監督するため、原則として毎月1回定時、およ
び四半期ごとの財務・業績概況の開示時に開催しています。
取締役会は全取締役11名で構成されています。
また、監督機能の強化のため、会社法に規定する社外取締役を2名選任しています。

社長の審査・決定事項のうち経営の方針および政策の基本的事項について審議するとともに、業務ならびに予算の執行状況等の
うち重要な事項について報告を受けるため、原則として毎月3回開催しています。
経営執行会議は社長、役付執行役員等で構成されています。

経営の効果的な運営を目的として各種の委員会を設置しています。委員会で審議した内容は必要に応じて、経営執行会議に意見
具申・報告されます。

※当社では執行役員制度を導入し、「監督」と「執行」の責任を明確化することにより、取締役会のガバナンス機能と、業務執行能力を強化しています。

当社では、内部管理態勢の拡充や経営に対する有効な監視機能を確保するなど、お客さまをはじめとするステークホルダーのみな
さまから評価いただけるガバナンス体制の構築に努めています。
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内部統制システムに関する取締役会決議

当社は、会社法第362条第４項第６号に規定する「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体
制」（内部統制システム）の整備について、以下のとおり決議しております。

1.  法令等遵守体制
①�法令等遵守に関する基本方針・行動規範等を制定し、取締
役、監査役、執行役員及び従業員に周知し、コンプライア
ンスの推進に取り組む。
②�取締役及び執行役員は、これらのコンプライアンスに関す
る基本方針・遵守基準に則り、善良なる管理者の注意をもっ
て、会社のため忠実にその職務を執行する。
③�取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を
期待し、当社と利害関係を有しない社外取締役を選任する。

④�全社的なコンプライアンス推進態勢を整備・確立すること
を目的とした委員会を、経営執行会議の下部組織として設
置する。また、コンプライアンスの推進を図るため、コン
プライアンスを統括する部門を設置し、コンプライアンス
に関する情報の収集・分析等を行う。
⑤�反社会的勢力を排除する姿勢を明確に宣言し、具体的な手
順を整備するとともに、すべての取締役、監査役、執行役
員及び従業員にこれを徹底させる。

⑥�関連会社を含むすべての取締役、監査役、執行役員及び従
業員等を対象とした内部通報制度を整備し、制度の周知を
図る。その制度では、守秘義務を負う外部の通報受付会社
を通報先とし、さらに通報者に対する不利益な取扱いの禁
止を規程に定め、法令等違反行為及びグループの信用や
名誉を毀損させるおそれのある行為を未然に防止又は速
やかに認識するための実効性のある制度とする。
⑦�従業員による不祥事故が発生した際の適正かつ迅速な対応
方法及びその再発防止策の策定方法について規程を定め、
手順を整備する。

2. 効率性確保体制
①�組織及び職務権限に関する規程を定め、取締役及び執行役
員等の職務執行に関する基本的職務・責任権限を明確にす
ることで、組織の効率的な運営を図る。
②�コーポレート・ガバナンス体制の強化の観点から、監督と
執行の責任の明確化を図るために執行役員制度を採用する
とともに、経営の方針及び政策の基本的事項について審議
する経営執行会議を設置する。
③�経営計画を適正に策定・運用するための規程を定め、当該
規程に基づき取締役会において中・長期的な経営全般に係
る計画（以下、中期経営計画という）を策定する。

3. 情報保存管理体制
①�取締役及び執行役員の職務執行に係る情報は、文書の管理
に関する規程によって保管責任部門及び保管期限を定め、
適正に保管・管理する。
②�情報資産の管理に関する規程等によって、情報資産を適切
に管理する方針を明確化するとともに、当該情報資産を漏
洩や改ざん又は事故や故障若しくは自然災害や火災による
損害等から保護する体制を整備する。

4. 統合的リスク管理（ＥＲＭ）体制
①�持株会社が定めるグループにおけるＥＲＭの基本的な考え
方に基づき、ＥＲＭの基本方針を定め、経営の健全性を確
保しつつ安定的な収益性向上を図るため、資本・収益・リ
スクを一体的に管理する体制を整備する。

保険計理人
保険業法の規定に基づき、取締役会において保険計理人を１名選任しています。保険計理人は、毎決算期において「責任準備金
が健全な保険数理に基づいて積立てられていること」等を確認し、その確認結果を記載した意見書を取締役会に提出するとともに、
保険料の算出方法その他の事項に係る保険数理に関する事項に関与し、必要に応じて取締役会等に意見具申しています。

監査役・監査役会
監査役は、取締役会その他重要な会議への出席等により、取締役および執行役員の職務の執行を監査しています。監査役は4
名であり、うち2名は会社法に規定する社外監査役です。
監査役会は、監査役全員をもって組織され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、または決議を行ってい

ます。なお、監査役の監査業務の補助および監査役会の運営事務等を行うため、監査役室を設置しています。

当社は、会社法の規定に基づき、以下の体制をはじめとした内部統制システムの整備を取締役会で決議し、コンプライアンス、リ
スク管理等を経営の最重要課題の一つとして位置付け、その推進と強化に取り組むことにより内部管理態勢を拡充し、お客さまや
社会に広く信頼される生命保険会社を目指しています。

内部統制システムの整備2

●コンプライアンス体制 ⇒　4.�コンプライアンス（法令等遵守）の推進 P42～
●情報管理体制 ⇒　5.�個人情報保護の推進 P46～
●統合的リスク管理（ERM）体制 ⇒　6.�ERM（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の推進 P48

⇒　7.�リスク管理の取組み P49～
●財務報告に係る内部統制 ⇒　8.�財務報告に係る内部統制 P51
●内部監査体制 ⇒　9.�内部監査 P51
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②�ＥＲＭを推進する委員会を設置し、健全性と収益性に関する
水準を定めた「リスク選好」に基づき、資本・収益・リスクの
状況を適切に管理する。
③�持株会社が定めるグループにおけるリスク管理の基本的な
考え方に基づき、リスク管理の基本方針を定め、将来にわ
たる経営の健全性及び適切性を確保するため、各種リスク
を統括して管理するための態勢を明確にする。
④�同方針に基づき、関連会社を含めた経営上のリスクを分類・
定義し、リスク種類毎に配置された管理部門がリスク状況
の把握・分析等を行い、リスクを統括管理する委員会によっ
て各種のリスクを統括管理する態勢を整備する。リスク種
類毎の管理方針は、それぞれのリスク管理規程において明
確にする。

⑤�経営に重大な影響を与える緊急事態が発生した場合には、
危機管理に関する規程に従い、速やかに危機対策本部を設
置し、適切な対応を行うことができる体制を構築する。

5. グループ内部統制
①�グループ全体の健全性及びコンプライアンス態勢の確保に
よる保険契約者等の保護を前提とし、グループ企業価値の
最大化を達成し、株主からの負託に応えるため、当社と持
株会社との間で、経営管理に関する契約を締結し、グルー
プにおける業務の適正を確保するための体制を整備するた
め、次の項目を明確にする。� �
ア）グループで統一すべき基本方針� �
イ）持株会社の事前承認が必要な当社の決定事項� �
ウ）当社が持株会社に報告すべき事項� �
エ）持株会社による当社への指導・助言・指示� �
オ）持株会社による当社への内部監査の実施
②�上記の「持株会社の事前承認が必要な当社の決定事項」には、
グループ運営に影響を与える重要な決定として、株主総会
付議事項、経営計画、重要な決算方針等のほか、当社が当
社の関連会社に対して行う経営管理のなかで重要な事項を
含める。

6. 財務報告内部統制
①�財務報告は、グループ内外の者が企業活動を認識する上
で重要な情報であり、その信頼性を確保することはグルー
プの社会的な信用維持・向上に資することを認識し、財務
報告に係る内部統制の整備及び適切な運用に取り組む。

7. 内部監査体制
①�内部監査の実効性を確保するため、内部監査規程に内部監
査に係る基本的事項を定め、内部監査部門の他の業務執行
部門からの独立性を確保するとともに、内部監査計画に基
づき適切に内部監査を実施する。
②�内部監査を通じて内部管理態勢の適切性・有効性を検証・
評価し、その改善を促すことにより、業務の適正性を確保
する。

8. 監査役監査実効性確保体制
（１）監査役室の従業員の独立性確保に関する体制

①�監査役の監査職務の補助及び監査役会の運営事務等を
行うため、監査役室を設置し従業員を配置する。また、
監査役室の従業員の人事評価・人事異動等に関し、常
勤監査役の同意を必要とし、取締役からの独立性を確
保する。

②�従業員に対する指揮命令権は監査役に属すること、及
び監査役の命を受けた業務に関して必要な情報の収集
権限を有することを規程に定める。
③�監査役又は監査役会より監査役室の要員等についての
要請があれば代表取締役はこれを尊重する。

（２）監査役への報告に関する体制
①�取締役及び執行役員は、監査役に取締役会、経営執行
会議等重要な会議を通じて定期的に業務執行状況を報
告する。
②�取締役、執行役員及び従業員は、監査役が会社の重要
な決裁書及び報告書等を閲覧するに際し、必要と判断
した場合や監査役より要請があった場合は速やかに内
容を説明する。
③�取締役、執行役員及び従業員は、会社に著しい損害を
及ぼす恐れのある事実、取締役及び執行役員の職務遂
行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実、
内部監査状況に関する報告、内部通報制度等に基づき
通報された事実、監査役監査のため求められた事項、
その他会社が把握した上記に類する重要な事実につい
て速やかに監査役に報告する。
④�取締役及び執行役員は、取締役、監査役、執行役員及
び従業員並びにこれらの者から報告を受けた者が、上
記①～③に関し、確実に持株会社の監査等委員会に報
告する体制を整備する。
また、取締役及び執行役員は、関連会社の取締役、監
査役、執行役員及び従業員並びにこれらの者から報告
を受けた者が、上記①～③に関し、確実に当社の監査
役に報告する体制を整備する。
⑤�監査役に上記①～④の報告をした者が報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを規程に定
める。

（３）その他監査役監査の実効性確保に関する体制
①�取締役及び取締役会は監査役監査が円滑かつ効果的に
実施されるよう環境整備に努める。
②�監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針を規程に定め、監査役が監査の実施にあ
たり必要と認めるときは弁護士その他のアドバイザー
を任用する機会を保障する。
③�代表取締役は監査役と定期的な会合を持ち、会社が対
処すべき課題のほか監査上の重要課題、監査役監査の
環境整備等について意見を交換する。
④�内部監査部門ほかコンプライアンス及び各種リスクの
統括管理を担当する部門は、監査役と定期的に会合を
持ち、対処すべき課題等について意見を交換する。
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大同生命「お客さま本位の業務運営に係る取り組み方針」

大同生命は、社是である「加入者本位」・「堅実経営」をすべての活動の礎とし、中小企業のお客さまに「最高の安心」と「最大の満足」をお
届けする生命保険会社を目指しております。
これからも、全役職員が一丸となって、この想いを強く共有し、常にお客さまの立場に立った健全な業務運営を実践していくため、以下
の方針を定めます。

［方針1］より良い保険商品・サービスの提供
私たちは、中小企業を取り巻く環境変化を踏まえ、常に、お客
さまの置かれた状況や多様化・高度化するニーズにお応えでき
る、保険商品・サービスの開発と提供に取り組みます。

［方針2］「お客さま本位」の提案・販売
私たちは、中小企業の規模や経営状況、経営者の置かれた環境
等に基づいて、お客さまのご意向を十分に推定・把握し、「お客
さま本位」の最適な保険商品の提案を実践します。
また、保険契約の各種手続きの際に、ご契約の条件やお客さま
に不利益となる事項など重要な情報をお客さまに正しくご理解
いただくため、わかりやすい情報提供に向けた取り組みを推進
します。

［方針3］業務運営の質の向上
私たちは、お客さまとの末永い信頼関係を構築するため、募集
活動からお支払いまで、お客さまと関わるすべてのプロセスに
おいて業務革新に取り組み、「正確で・わかりやすく・利便性の
高い」サービスをご提供します。
とりわけ、保険金・給付金等のお支払いは、大同生命の基本的
かつ最も重要な責務であるとの認識に基づき、正確かつ迅速な
お支払い、お支払い内容等に関する説明の充実、および適切な
情報提供によるご請求漏れの防止に取り組みます。
また、お客さまとのあらゆる接点を通じていただいた「お客さま
の声」（苦情・相談およびご要望等）をしっかりと分析し、お客さ
まの立場に立って、業務・サービスの継続的な改善に取り組み
ます。

［方針4］資産運用
私たちは、将来にわたってお客さまに保険金等を確実にお支払
いするため、資本・収益・リスクを一体的に管理する戦略的な経
営管理手法（ERM）のもと、資産運用の高度化に取り組みます。

［方針5］利益相反取引の適切な管理
私たちは、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、
利益相反のおそれのある取引を適切に管理するための方針を策
定、公表するとともに、利益相反のおそれのある取引を適切に
把握・管理してまいります。

［方針6］「お客さま本位」の行動を実践する人材の育成等
私たちは、研修や教育制度を通じて、従業員に「お客さま本位」
の行動を浸透させるとともに、お客さまとの末永い信頼関係を
構築していくため、倫理観と高度な知識を兼ね備えた人材を育
成します。
私たちは、従業員および代理店に対して、お客さま本位の行動
を促進するための態勢整備に取り組みます。

［方針7］推進態勢
私たちは、本方針に基づく取り組み状況を取締役会等に定期的
に報告のうえ、その内容を公表するとともに、本方針について
見直しの必要がないか定期的に確認を行ないます。また、本
方針に基づく取り組みの実効性を確保し、常にお客さまの立場
に立った健全な業務運営を実践する観点から、保険募集から支
払いに至るあらゆるプロセスを、お客さまの視点で継続的に
検証・改善するための態勢を整備します。

お客さま本位の業務運営方針3

当社は、法令およびコンプライアンスに関する社内規程に基づき、コンプライアンス（法令等遵守）の推進に努めています。主な内
容は以下のとおりです。

コンプライアンス（法令等遵守）の推進4

コンプライアンス推進態勢
当社では、コンプライアンスに関する規程を整備するとともに、全社的なコンプライアンス推進態勢を整備・確立することを目的と

したコンプライアンス委員会を設置しています。
また、コンプライアンスに関する事項を一元的に管理する部署としてコンプライアンス推進部を設置するとともに、本社の部長およ
び支社長などがコンプライアンス推進責任者として、それぞれの組織において具体的な取組みを指導・推進しています。あわせて、
各部門・支社にコンプライアンス推進担当者を配置し、法令および社内規程などの遵守教育にあたるなど実効性の高いコンプライア
ンス態勢の構築を図っています。
支社においては支社コンダクト推進委員会を設置し、各支社におけるお客さま本位の行動推進およびコンプライアンス上の改善活
動を行っています。

当社は、中小企業のお客さまに、常に「最高の安心」と「最大の満足」をお届けするため、「お客さま本位の業務運営に係る取り組み
方針」を定め、全役職員が一丸となって、お客さまの立場に立った健全な業務運営を実践しています。
また、当方針の取組状況は定期的に確認、公表しており、認識した課題の改善を通じて、業務品質の向上に努めています。



43 43

大同生命コンプライアンス行動指針

　大同生命はＴ＆Ｄ保険グループの一員として、「Ｔ＆Ｄ保険グループコンプライアンス行動規範」に基づき、「大同生命コンプライアンス
行動指針」を定めます。
　私たち役職員が企業活動を行うに際しては、当行動指針に則り、事業活動に関する法令等のルールを正しく理解し、厳格に遵守するこ
とにより、公正な企業活動を行わなければなりません。
　また、当行動指針の趣旨・精神を尊重する企業文化の醸成に取り組みます。

１. 法令等遵守の徹底
（１）�法令等の厳格な遵守� �

私たちは、国内外の法令にとどまらず、国際ルール、社会ルー
ルおよび社内規則を守ります。また、その背景にある精神を
理解し、誠実に行動します。

（２）�公正かつ自由な競争の維持・促進� �
私たちは、提供する商品・サービスなどに関し、競争相手と
の談合、取り決めによりお客さまに不利益を与える行為や、
取引上の立場を利用し相手方に不利益を与える行為等の不
公正な競争行為を行いません。

（３）�利益相反の防止� �
私たちは、業務遂行にあたって常に公私の別を考えて行動し、
会社利益に反し、自らのあるいは第三者の利益を図る行為を
行いません。

（４）�インサイダー取引の禁止� �
私たちは、上場企業グループの一員として、会社のあるいは
業務上知り得た未公表の重要情報を、会社および個人の資
産運用あるいはその他の私的経済行為に利用しません。

（５）�知的財産権等の保護� �
私たちは、著作権や特許権等の知的財産権を尊重し、これら
権利を侵害しないように企業活動を行います。

２. 社会に対する対応
（１）�反社会的勢力への対応� �

私たちは、市民社会の秩序や安全をおびやかす反社会的勢力
に対しては、毅然とした態度で対応し、断固として排除します。

（２）�接待等の制限による腐敗防止� �
私たちは、国内外における企業活動に関し、社会儀礼の範囲
を超える接待・贈答を行いまたは受けることなく、取引相手
や公務員等との関係において腐敗防止に取り組みます。

（３）�政治活動・政治資金� �
私たちは、政治活動を行う際には、法令を遵守し、公正な姿
勢を維持します。

３. 経営における適切性・透明性
（１）�適切な情報開示・説明� �

私たちは、提供する商品・サービスの内容や会社およびグ
ループの経営情報について、お客さまや株主・投資家など
に対し正しく開示・説明します。

（２）�適切な情報管理� �
私たちは、業務上知り得た個人情報を含むお客さまの情報
について、法令等に従い適正に取り扱います。また、会社お
よびグループが公表していない情報を適切に管理します。
退職後もこれらの情報を他に漏らしません。

４. 人権の尊重および環境への配慮
（１）�人権の尊重� �

私たちは、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重
します。また、法令等の遵守により労働者を保護し、差別や
ハラスメントのない健全な職場環境の維持に取り組みます。

（２）�環境への配慮� �
私たちは、企業活動に際し、地球環境に配慮した活動を行い
ます。

経営者の責務　
大同生命の経営者は、当行動指針の精神の実現が自らの責務であることを認識したうえで率先垂範し、役職員に対する周知徹底と
遵守のための指導に努めます。

コンプライアンス基本方針
本基本方針は「T&D保険グループCSR憲章」とともに当社のコンプライアンスに関する方針を示すものです。なお本方針は、法令遵

守等の行動指針を定める「大同生命コンプライアンス行動指針」と、コンプライアンスの推進にかかる組織体制等を定める「コンプライ
アンス推進方針」から成ります。
当社役職員は「大同生命行動規範（CODE�OF�CONDUCT）」とともに、本基本方針に則してコンプライアンスを実践しています。
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コンプライアンス・マニュアルの策定・見直し
「コンプライアンス・マニュアル」を取締役会において策定し、全役職員・代理店に提供しています。「コンプライアンス・マニュアル」
は日常業務においてコンプライアンス上の疑問が生じた場合の手引として参照するほか、コンプライアンス研修の教材として活用して
います。毎年度、新たに施行された法令に対応するなどの見直しを行い、常に最新の内容とするよう努めています。

コンプライアンス推進体制図

連絡指導・支援 指導・支援報告

報告

各職員

本社

指導
啓蒙・研修

通報 通報

指揮

意見具申 指揮

指揮

報告

報告

報告
相談

コンプライアンス推進責任者
コンプライアンス推進担当者

各職員

支社コンダクト推進委員会

コンダクトマネージャー（注）

コンプライアンス・オフィサー

営業検査室

社長

支社

コンプライアンス統括責任者

コンプライアンス委員会

コンプライアンス推進部

内
部
監
査
部
に
よ
る
監
査

監
査
役
に
よ
る
監
査

取締役会

経営執行会議

T
&
D
保
険
グ
ル
ー
プ

ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン 指導

啓蒙・研修
報告
相談

コンプライアンス推進責任者
コンプライアンス推進担当者

支
社
等
検
査

コンプライアンス・プログラムの策定・推進
毎年度、コンプライアンス推進のための具体的計画である「コンプライアンス・プログラム」を取締役会において策定し全社で実
践していくことで、お客さまの視点に立ったコンプライアンスの徹底を図っています。
また、本プログラムの中でコンプライアンス研修の体系を毎年度見直し、計画的かつ網羅的な研修を実施しています。あらゆる
機会をとらえ、研修対象者に応じた内容で研修を実施し、全社的なコンプライアンス意識の浸透を図っています。

コンプライアンス推進方針
当社は、コンプライアンスへの取組みを経営の最重要課題の一つとして位置づけたうえで、取締役社長をはじめ取締役および執行
役員がコンプライアンスの推進に積極的に関与し、あらゆる機会を通じてコンプライアンスの重要性を周知・徹底しています。
コンプライアンス推進態勢の全体像については、以下の体制図をご覧ください。

（注）コンダクトマネージャーとコンプライアンス推進部の連携の強化・円滑化を目的に、すべてのコンダクトマネージャーは「コンプライアンス推進部職員」を兼務。
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大同生命の勧誘方針

　この方針は、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律第10条に基づき、当社がお客さまに保険その他金融商品を勧
誘する場合の勧誘方法・配慮する事項などに関する基本方針です。

お客さまの意向と実情に応じた勧誘
• �お客さまの意向と実情に応じ、適正な商品設計・勧誘に努め
るとともに、未成年者の方、特に15歳未満の方を被保険者と
する保険契約については、適正な保険金額が設定されるよう
適切な勧誘に努めます。
• �特に、市場の動向等の影響（市場リスク）を受ける投資性商品は、
お客さまの商品購入目的・年齢・収入、投資などのご経験、
財産の状況などに留意した勧誘に努めます。

勧誘の方法
• �お客さまの誤解を招くような表示や説明は行いません。特に、
生命保険・損害保険の取扱いを明確に区分し、適切な勧誘を
行うことにより、商品および引受保険会社についての誤解を
招くことがないようにいたします。
• �お客さまに対し、社会的批判を招くような方法・場所・時間帯
での勧誘は行いません。
• �勧誘時には書面の交付などを行い、ご契約内容の重要事項を
ご説明し、お客さまに納得していただいたうえでご契約いた
だくよう努めます。

• �お客さまと直接対面しない保険販売（例えば通信販売など）を
行う場合においては、説明方法などに工夫を凝らし、お客さ
まに保険商品の内容を正しくご理解いただけるよう努めます。

お客さま情報の取扱い
• �お客さまの情報は、プライバシー保護の観点から、管理規程
に基づき責任者を定め管理しています。

法令の遵守体制等
• �保険業法、金融サービスの提供に関する法律、消費者契約法、
その他関連法令および社会規範などを遵守し、適正な勧誘が
行われるよう内部管理体制の強化に努めます。
• �　�「契約内容登録制度」（または「契約内容照会制度」）を活用し、保
険金や給付金の不正な取得の防止・保険制度の健全な運営に
努めます。

研修体制
• �適正な勧誘を履行し、もって信頼される募集人の育成のため、
研修体制を充実し、きめ細かな教育・研修に努めます。

利益相反の防止
当社またはT&D保険グループ内の金融機関等が行う取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、「大同生命利
益相反管理方針」を定め、利益相反のおそれのある取引の管理を行っています。本管理方針等において、業務執行部門から独立した
利益相反管理統括部署の設置をはじめとする管理体制や具体的な管理方法を定め、適切な利益相反管理体制の構築を図っています。

内部者通報制度
すべての役職員（出向者・契約職員・派遣社員・退職者含む）がコンプライアンス上問題のある行為またはその疑いがある行為な

どについて通報できる「T&D保険グループヘルプライン」制度を設置し、実効性のある態勢構築に努めています。この制度は公益
通報者保護法に対応しており、通報者の個人情報は厳重に管理され、不利益な取扱いを受けることはありません。

反社会的勢力およびマネー・ローンダリング等への対応
当社では、反社会的勢力に対して毅然とした態度で対応し断固として排除することを、「T＆D保険グループCSR憲章」および「大同
生命コンプライアンス行動指針」に定めています。また、具体的な対応方針を「大同生命反社会的勢力対応に関する基本方針」に定
めており、これらに基づき反社会的勢力による不当要求に組織全体で対応しています。具体的には、普通保険約款をはじめとする
契約書に暴力団排除条項を導入し、また、取引開始前および取引開始後の定期的な相手先確認の実施や警察等外部専門機関との
連携などにより、反社会的勢力との関係遮断に取り組んでいます。
また、マネー・ローンダリング等を防止するため、「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与・拡散金融対策に関する基本方針」
を定め、態勢整備に取り組んでいます。具体的には、犯罪収益移転防止法等に従い、当社がマネー・ローンダリング等に利用され
るリスクの特定・評価を行い、これに基づき取引時確認、疑わしい取引の届出等のリスク低減措置を実施しています。

勧誘方針
当社の勧誘に対する姿勢を明確にすること、および全役職員が勧誘方針を理解し、勧誘方針に従って行動することにより、お客

さまや社会からの揺るぎない信頼を確保することを目的として定めています。
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①個人情報保護の態勢
個人情報保護の基本方針である「個人情報保護方針」や個人情報の取扱いに関する規程を制定し、個人情報保護態勢を整備して
います。
個人情報保護の推進にあたっては、個人情報の全社的な管理責任者および各部門の責任者を任命し、個人情報保護の安全管理

に対する権限と責任を明確にしています。
また、役職員に対する教育・研修に努めるほか、個人情報を管理しているデータベースのアクセス制限、システム監視を強化す

るなどの技術的な安全管理対策を実施しています。

②情報の取得・利用目的
お客さまとのお取引きを安全確実に進め、より良い商品・サービスを提供するため、お客さまに関する必要最小限の個人情報（個
人番号および特定個人情報を含む。以下同じ）を取得させていただきます。お客さまからお預かりした個人情報は、以下の目的の
ために利用いたします。
a.各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い
b.関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスのご案内・提供、ご契約の維持管理
c.当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実
d.その他保険に関連・付随する業務
e.�保険業法その他の法令により認められるその他の業務（投資信託のお取引きにおいて、既に取得している個人情報は、法令に
基づき一定期間、保管いたします。）
f .保険取引に関する支払調書作成事務等

なお、お客さまのウェブサイトの閲覧履歴、お客さまの取引履歴・応対内容等の情報を分析して、各種商品・サービスの開発・
提供等（広告等の配信を含む）およびお客さま対応の品質向上等のために利用させていただく場合がございます。

③取得する情報の種類
お客さまの住所・氏名・生年月日・性別・健康状態・職業など、前記②の利用目的の達成に必要な範囲で個人情報を取得いたし

ます。機微（センシティブ）情報、個人番号、特定個人情報など、利用目的が法令等により限定されている情報は、特にその取扱い
に注意して取得いたします。

④情報の取得方法
お客さまの個人情報は、法令に従い、適正な方法により取得いたします。
具体的には、申込書・契約書や取引書類、アンケート、はがき・電話等による方法、お客さまからの告知やお客さまの同意に基

づく医師等からの取得による方法、外部委託先による取得方法、お客さまからのWeb等の画面へのデータ入力等があります。
また、当社のコールセンターや本社・支社窓口へのお電話につきましては、前記②の利用目的の達成に必要な範囲で録音させ
ていただくことがあります。

⑤情報の利用・提供
次の場合を除いて、お客さまの個人情報を利用目的の範囲を超えて利用したり、第三者に提供することはありません。
a.お客さまが同意されている場合
b.法令により必要と判断される場合
c.人の生命、身体、財産の保護に必要な場合で、お客さまの同意を得ることが困難なとき
d.公共の利益のために必要な場合で、お客さまの同意を得ることが困難なとき
e.業務の全部または一部を委託する場合
f .再保険の手続きをする場合
g.生命保険の健全な運営のための制度にお客さまの保険内容を登録し、共同利用する場合

当社では、「個人情報の保護に関する法律」「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」などの法
令および社内規程に基づき、個人情報の適切な取扱いと安全管理に努めています。主な内容は以下のとおりです。

個人情報保護の推進5
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⑥情報の管理方法
お客さまの個人情報（個人データを含みます）は、正確かつ最新の内容に保つよう努めます。また、お客さまの個人情報の紛失・
漏えい・改ざん・き損の防止などの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じます。

【個人データに関する安全管理措置】
a.�当社は、漏えい・滅失・き損・不正アクセスの防止その他の個人データの安全管理のために、適正な情報セキュリティを確立し、
必要かつ適切な措置を講じてまいります。�
b. �当社は、個人データの安全管理に関し、取得・利用・保管・送付・廃棄等、管理段階ごとに社内規程を整備のうえ、定期的に
教育する等により、役職員に周知徹底いたします。
c.�当社は、個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、法や社内規程に違反している事実または兆候を把握した場
合の責任者への報告連絡体制を整備しております。
d.�当社は、個人データの取扱いを委託する場合には、適切な委託先を選定するとともに、委託先の義務と責任を契約により明確
にする等、委託先において個人情報が安全に管理されるよう適切に監督いたします。
e.�当社は、外国にある第三者に個人データを提供する場合には、適切な提供先を選定するとともに、提供先の義務と責任を契約
により明確にする等、提供先において個人情報が安全に管理されるために必要な措置を講じてまいります。
また、提供先の所在国における個人情報の保護に関する制度を把握したうえで適切に安全管理措置を実施いたします。
f . �個人データの安全管理措置は、定期的に見直し、改善してまいります。

⑦ 個人情報保護法に基づく保有個人データの開示・訂正等
【開示】
お客さまから、ご自身に関する個人情報について、開示のご請求があった場合は、次の場合を除いて、所定の手続きをさせてい

ただいたうえで、その内容を回答いたします。なお、開示にあたりましては、所定の手数料をいただきます。
a.本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
b.当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
c.他の法令に違反することとなる場合

【訂正など】
お客さまから、ご自身に関する個人情報について、その内容が事実でないという理由によって、内容の訂正、追加または削除の

ご請求があった場合は、所定の手続きをさせていただいたうえで、その内容を訂正、追加または削除いたします。

【利用停止など】
お客さまから、ご自身に関する個人情報について、次の理由によって利用停止のご請求があった場合は、所定の手続きをさせて
いただいたうえで、利用を停止いたします。
a.あらかじめお客さまの同意を得ないで、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱っている場合
b.偽りその他不正の手段により、個人情報を取得している場合
c.本人の権利または正当な利益が害される恐れがある場合

⑧個人情報保護の取扱いに関するお問い合わせ窓口
当社では、お客さまの個人情報に関するお問い合わせ窓口を設けています。
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大同生命の個人情報保護方針

当社は、｢加入者本位・堅実経営｣を基本理念として、お客さまに「最高の安心」と「最大の満足」をお届けすることを目指し、事業を展開し
ております。その中で、個人情報（個人番号および特定個人情報を含む。以下同じ）を適切に取り扱うことが重要であると考え、「個人情
報保護方針」を以下のとおり定めております。
ここに、本方針を社内に周知徹底させて実行し、継続的に見直し、改善・向上に努めることを宣言いたします。

1.�　�「個人情報の保護に関する法律」「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」およびその他の規範を
遵守し、かつ自主的なルールおよび体制を確立いたします。

2.��個人情報保護に必要な社内管理体制の強化と役職員への教育を徹底いたします。
3.�個人情報の取得にあたり、お客さまに対し利用目的を明らかにし、取得した個人情報は目的以外に利用することはありません。
4.��個人情報を安全かつ正確に管理するための安全管理措置に関し、別途「個人情報保護規程」等を定めており、個人情報への不正アクセ
ス、個人情報の紛失・漏えい・改ざん・き損の防止に努めます。

5.��適切な個人情報の保護を維持するために、コンプライアンス・プログラムに個人情報に関する社内の取組方針を定め、継続的改善に
努めます。

6.��個人情報の取扱いを外部に委託する場合は、当社の個人情報保護方針を遵守できる委託先を選定し、その取扱いについて管理・監
督いたします。

7.�個人情報に対する開示、訂正、利用停止等を求められたときは、個人情報の本人であることを確認した上で、遅滞なく対応いたします。
8.��上記およびその他の個人情報に関するお問い合わせ窓口を設置しております。� �
個人情報の開示、訂正、利用停止などのご請求、その他の個人情報に関するお問い合わせは下記までご連絡いただきますようお願
いいたします。� �
【大同生命保険株式会社　コールセンター】� �
TEL�0120-789-501（通話料無料）� �
受付時間：9時～18時（土・日・祝日・年末年始を除く）

以上

ERMとは、資本・収益・リスクを一体的に管理することにより、
安定的・持続的に企業価値を増大させていくための経営管理態
勢のことです。リスクを回避する従来型のリスク管理手法とは
異なり、戦略的にリスクを取ることにより収益の拡大につなげて
いきます。具体的には、資本・収益・リスクを経済価値ベース
で把握し、リスクを資本の一定範囲内に抑えて健全性を確保し
たうえで、収益性に関する目標を定め、取るべきリスクを適切に選択することにより、収益を追求することが可能となります。
当社は、T&D保険グループにおけるERMの取組みの中で、ERMを推進するための組織として「ERM委員会」を設置しています。
当社ではERMの推進により、健全性の向上を図りつつ、企業価値の安定的・持続的な増大を実現していきます。

ERM（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の推進6

ALM（アセット・ライアビリティ・マネジメント：資産・負債の総合管理）
当社ではERMの推進の一つとして、資産・負債の総合管理（ALM）を推進しています。ALMを適切に実施するため、ERM委員
会において、資産・負債の収益・リスク管理や商品戦略（予定利率の決定等）の重要事項等について検討を行うほか、資産・負債
をともに時価評価することにより認識されるリスクを定期的に把握・確認し、ALMに活用しています。
また、生命保険の負債特性をより細かく管理するため、商品ごとに分別管理を行う区分経理を実施し、ALMの観点からそれぞれ
の負債特性に応じた資産運用を行っています。

収益性
（資本効率性）

健全性
（資本十分性）資本

収益 リスク
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当社は、お客さまや社会に広く信認される生命保険会社を目指しています。そのためには、経営を取り巻くさまざまなリスクを的確
に把握し、適切にコントロールすることによって、経営の健全性を高め、企業価値の向上と長期にわたるお客さまへの保障責任を
確実に果たす態勢づくりが必要不可欠だと考えています。このような観点から、当社では、リスク管理を経営の重要課題の一つと
して位置づけ、リスク管理に関する組織・ルールの整備、リスク管理手法の高度化に取り組んでいます。
こうした取組みの一つとして、資産・負債をともに時価評価し、EC（エコノミック・キャピタル＝内部モデルを用いて計測した統合的
なリスク量）をサープラス（経済価値ベースの純資産）の一定の範囲内にコントロールする「経済価値ベースのリスク管理」を導入して
います。これにより、市場価格の変動等の環境変化があった場合でも、健全性を確保できるリスク管理態勢を構築しています。

リスク管理の取組み7

リスク管理態勢
当社では、「リスク管理基本方針」を制定し、各種リスクを統括して管理するための態勢を構築しています。具体的には、経営上
のリスクを11のリスクカテゴリー（保険引受リスク・資産運用リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスク・法務リスクを含む
コンプライアンスリスク・労務人事リスク・災害リスク・関連会社リスク・事業投資リスク・風評リスク）に分類し、リスク種類ごとに
配置されたリスク管理部門がリスク状況の把握・分析・評価および業務執行部門への牽制・指導を行っています。また、「リスク統
括委員会」を設置し、全社のリスクを統括管理しています。

リスク管理態勢図
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リスク管理方法の概要
○主なリスクカテゴリー
・保険引受リスク
保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が、保険料設定時の予測に反して変動することにより損失を被るリスクをい

います。
保険料の検討段階では、経済情勢の変化や保険事故発生率等の推移を考慮した適切な保険料が設定されていることを検証すると

ともに、ご加入者の公平性・モラルリスク防止の観点から、保険商品の特性に応じた適切な引受基準を設定しています。
販売開始後は、保険事故の発生率等の実績の分析を行い、必要に応じて保険商品の販売方針、引受基準および保険料率の変更等

の措置を講じています。
また、新たな給付を行う新商品や保険料の変更の契約条件（特別保険料）を付加したご契約等の引受や引受範囲の拡大にあたって
は、必要に応じて十分な保険財務力を有する保険会社に再保険を付しています。
一方、再保険を引き受ける際には、対象となるリスクを十分分析したうえで保険収支への影響等を考慮して取引を行っています。
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・資産運用リスク
当社では、資産運用リスクを、市場リスク・信用リスク・不動産投資リスクの３つに大別しています。
a.市場リスク
市場リスクとは、金利・有価証券等の価格・為替等のさまざまなリスクファクターの変動により、保有する資産・負債（オフバラン

ス資産を含む）の価値が変動し損失を被るリスクをいいます。市場リスクに関しては、金利、株価、為替等の運用環境の変化に対す
る保有資産の感応度を把握するとともに、VaR（バリュー・アット・リスク=確率的に予想される最大損失額（信頼水準は1年99.5%））
によりポートフォリオ全体としてリスクを把握し、資金配分の見直しやリスクヘッジ等によりリスクを適切にコントロールしています。
また、大幅な市場下落が生じても会社の健全性が損なわれないよう、資産クラスごとに投資限度額を設定しています。
b.信用リスク
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少・消失し損失を被るリス

クをいいます。信用リスクに関しては、与信先ごとに付与した社内格付を活用してVaRを用いたリスクの計量化を行い、ポートフォ
リオ全体としてリスクを把握・コントロールしています。また、リスクに応じた投融資限度額・投融資金利を設定するとともに、業種
や企業グループ単位での投融資限度額を設定し、特定業種・企業グループへの投融資の集中を制御しています。
c.不動産投資リスク
不動産投資リスクとは、賃貸料等の変動を要因として不動産に係る収益が減少する、または市況の変化等を要因として不動産価格

自体が減少することにより、損失を被るリスクをいいます。不動産投資は、一件あたりの投資金額が多額であり、流動性が低いことから、
分散投資に配慮しています。また、最低投資利回り、含み損のアラームポイント（警戒域）を設定し、これらに抵触する不動産は収益改善・
売却を行うなどの管理を行っています。

・流動性リスク
当社では、流動性リスクを、資金繰りリスク・市場流動性リスクの２つに大別しています。
a.資金繰りリスク
資金繰りリスクとは、保険料収入の減少、解約返戻金支出の増加、巨大災害等での資金流出により、資金繰りが悪化し、資金の
確保に通常よりも著しく低い価格での資産売却等を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。資金繰りリスクでは、
日々の資金繰り管理を担当する資金繰り管理部門が、全社のキャッシュフローを把握し、資金計画等を策定しています。また、資
金繰りの逼迫度合を平常時・懸念時・危機時・巨大災害時に区分し、逼迫度に応じて取るべき対応策を事前に定め、それぞれの状
況下において迅速、適切な対応が行えるように備えています。
b.市場流動性リスク
市場流動性リスクとは、市場の混乱等によって市場での取引ができない等により損失を被るリスクをいいます。市場流動性リスク

に関しては、流動性の高い資産の確保の状況やキャッシュフローの状況を監視しています。

・事務リスク
事務リスクとは、役職員等が正確な事務を怠る、あるいは事故・情報漏えい等を起こすことにより損失を被るリスクをいいます。
事務手続を適切に遂行するために、個々の事務所管部門が規程・マニュアル等を整備し、職員への指導・教育を行っています。

また、リスク管理部門は、全社の事務リスクの発生状況を一元的に管理し、発生原因を分析するとともに、再発防止に向けた対策
を講じるよう個々の事務所管部門を指導しています。

・システムリスク
システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンや誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスクまたはコンピュータ
の不正使用により損失を被るリスクをいいます。
当社では、業務を根幹で支えお客さま情報を管理するコンピュータシステムを安定的に稼働させ、サイバー攻撃などの被害から
守るため、システム管理態勢を整備し、システムリスクの未然防止に努めています。

○定量的リスク管理
当社では、各種リスクを当社の内部モデルによってVaR（信頼水準は1年99.5%）で数値化して把握し、保有するリスクの水準が
当社の経営体力（資本等）の範囲内にコントロールされていることを検証しています。

○ストレステストの実施
当社では、T＆D保険グループ共通のシナリオに基づくストレステストを定期的に実施しています。ストレステストとは、VaR等に
基づく定量的リスク管理を補完するものとして、株価水準や金利の同時かつ大幅な低下、金利の急激な上昇、大地震の発生等の
多額の損失を引き起こしうる極端な事象の発生に対して、会社にどの程度のリスク対応力があるかを測るために用いられる手法であ
り、経営の健全性確保のための判断材料として活用しています。
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その他の管理方針
「リスク管理基本方針」では、前述の各リスクに関する管理のほか、その他の管理方針（個人情報管理、外部委託等の管理、危機
管理態勢等）を定め、同方針の下に各種規程を制定し、対応方針を明確化しています。

個人情報管理
顧客保護および経営の健全性の観点から、個人情報の漏えい、滅失またはき損の防止のために、取得・利用・保管・廃棄に係

る体制を整備し、適切に管理しています。

外部委託等の管理
外部委託、外部サービス等の導入については、顧客保護および経営の健全性確保の観点に立って、委託開始前の審査および委
託開始後の定期的なモニタリングにより委託先の情報管理体制や業務履行状況等を確認し、適切に管理しています。

危機管理態勢
当社では、各種リスク管理とともに、大規模自然災害、新型感染症等の発生やコンピュータシステムの停止など経営に重大な影
響を与える緊急事態に備えて、緊急事態が発生した際にも、保険金支払業務などの重要業務を継続できる危機管理態勢の整備に
努めています。

金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制報告制度」に関して、当社はT＆Dホールディングスの重要な事業拠点として、財
務報告に関連する重要なプロセスや財務報告を作成する体制等の内部統制の有効性について評価を実施しています。

財務報告に係る内部統制8

当社では、経営目標達成に役立つことを目的として、内部監査を実施しています。
内部監査の実効性を確保するため、「内部監査規程」を制定し基本的事項を定めるとともに、他の業務執行部門から独立した組織で
ある「内部監査部」が内部監査を実施します。
内部監査は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき実施し、経営にとって重要なリスクを中心として、内部管理態勢の�
適切性・有効性を検証・評価し、把握した問題点や課題については是正・改善に向けた提言を行います。
また、内部監査結果および問題点や課題の改善状況については、取締役会・監査役会に報告しています。

内部監査9
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